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調査対象でない施策
は、市民の反応等

調査結果に対するコメン
ト、市民の反応等

近年、各地で発生しているゲリラ豪雨に対し、地域住民の生命、財産を守るため、ため池や治山施設の管理
を含め、計画的な整備を進めていく必要がある。

氏名 高橋　昌弘

役職 まちづくり部長

4 やや高い

二次評価者コメント
近年、各地で発生する局地的な豪雨に対し、ため池の耐震診断をもとに危険度を
把握し、受益者及び関係機関と協議を行い、適正な維持管理と年次的な改修計画
の策定を行ってください。

基本施策への
貢献度

翌年度(H27年度)の取組目標 一斉点検、耐震診断を行ったため池について危険度を判定し地元と協議を行う。

満足度 2.41

重要度 3.56

調査年度 H25
進行年度(H26年度)の取組内容

（課 題 解 決 状 況）
受益面積0.5㏊～2.0㏊未満のため池について一斉点検を行う。

⑤ 市民意識調査による施策の重要度・満足度

3
＜施策の有効性＞
　指標分析、評価年度･ 中長
期の達成見込みは？

4 災害の未然防止を図る治山事業については、県と協議・調整を行うことが必要である。

（総合計画の施策部
分から、実施する施
策を抽出）

山地危険箇所対策

危険ため池の改修
④ 施策展開

2
＜事業構成の適当性＞
　手段は最適か？ 4 治山林道の整備は、山地災害危険区域の周辺対象者を含めた災害防止を図ることから事業構成

は適当と考える。

（総合計画から現在
の問題点を抽出）

1
＜成果指標の妥当性＞
　施策の目的・成果を表現し
ているか？

4 危険ため池の改修については、農業用水の確保と防災機能の強化を図ることから妥当と考え
る。

判　断　理　由　（なぜ、そのランクと評価したのか）
③ 現況と課題

耕作農家の減少により一部農家の経済的負担が増大することから、ため池の改修を進めていくことが困難になっ
ている。

項　　　目 評価
5：非常に高い　4：高い　3：どちらともいえない　2：低い　1：非常に低い

（誰のために、何の
ために） ⑧ 施策の評価

② 対象と目的 老朽ため池を改修し、農業用水の効率的管理を図るとともに、堤体決壊による下流域への災害防止を図る。荒廃
農地、危険渓流や山地災害危険区域での集中豪雨による周辺対象者の災害防止を図るため治山事業の推進を行
う。

基本計画（中項目） 安全に暮らせるまち

備前市 小規模ため池補強事業
日本政策金融公庫から融資を受け実施する事業で元利償還に対し岡
山県より50％の補助がある。① 政策の体系

基本構想（大項目） 土台となる政策「安全・安心」

岡山県 中山間地域総合整備事業
農業生産基盤、農村生活環境基盤を有利な条件で総合的に整備する
ことができる。

＜備前市総合計画の内容から記載する＞
実施主体 新規に必要な事業・連携が必要な事業 説明・期待される効果

⑦ 目標達成に必要な新規事業（裏面 施策構成事務事業以外の事業）及び連携させる他部署の事業

ベンチマーク － －

H28

達成率 H34

参
考
指
標
③

目標 H26

ベンチマーク － －

達成率 H34

実績 H28

H26参
考
指
標
②

目標

－ －

この施策の
平成25年度の

施政方針

ベンチマーク

実績

達成率 - 0.0 0.0 H34 10

実績 - .0 .0 H28 1

1参
考
指
標
①

山地危険箇所対策数

目標 - 1 1
平成24年度をゼロとして10年後10箇所を
目標に改修する。

H26

－ －
この施策の
アピール
ポイント

山地災害を未然に防ぎ、被害を最小限にとどめて地域の安全性を高める。

達成率 - 0.0 0.0
ベンチマーク

実績 - .0 .0 H28 1

このシート作成に要した時間 5.0 時間 成
果
指
標

危険ため池改修数

目標

電話 0869ー64ー1831 H23 H24 H25
目標値

コード 作
成
者

役職 産業振興課長

04-05-18

H26- 1 1
平成24年度をゼロとして10年後10箇所を
目標に改修する。

備　　前　　市　　施　　策　　評　　価　　シ　　ー　　ト

⑥ 施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）
氏名 丸尾　勇司

施策に対する成果指標名
施　策　名
（小項目）

ため池・治山対策の推進 単
位

過年度実績 評価年度 成果指標の計算式の説明
ベンチマークの説明

1

H34 10

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要

重　　　要　　　度

満

足

度

平　均

高低

高

低

H25

0

1

1

2

2

3

3

4

4

5

5

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0

満
足
度

重要度



01

02

県森林協会負担金

備前地区治山林道協会負担金

治山施設維持管理事業

04

05

3,491 0.5522,317 4,3040.50

平成25年度 平成26年度

24,959 41,3260.40
この施策に費やした資源（単位：千円，人）

平成23年度 平成24年度

4,333 7,470

☆☆- - - - - 0県への要望事項 単市 - 107 0.01 -

2,310 ☆☆

海岸整備事業

0 0 0.00 0 106 0.01

- ☆☆☆

- -

495 159 0.02 1,491 317 0.03

66 ☆☆☆

214 0.02

280 - - 135 - -406

単市 0

-

- -単市

農林海岸施設管理事業 単市県営農林海岸施設整備事業

- 29 ☆☆- 427 - - 89 -単市 228 -

0.14 4,096 1,428 0.19 1,676 ☆☆☆3,902 1,340 0.15 3,723林道維持管理事業 1,252

0.12 2,245 ☆☆☆☆

単市

単独事業 545 637 0.07 3,741 1,048

9,000 ☆☆☆

単市 2,226

2,000 993 0.12 12,765 1,299 0.19単市 2,197 1,113 0.14小規模林道整備事業

治山林道整備事業03

780 0.09

- ☆☆☆☆0 371 0.04 0 106 0.01

☆☆☆☆

治山事業 単市県営治山事業 0 700 0.08

79 0.01 0 - - 26,000単市 16,000県営ため池整備事業 79 0.01 0

☆☆☆☆☆
　　～　☆

直　接
事業費

人工数
直　接
事業費

人件費

細　　事　　業

事　業　費　等　（単位：千円，人）

人工数
直　接
事業費

人件費 人工数 当初予算

平成23年度 平成24年度 平成25年度

人件費

施策への
貢献度平成26年度

事業
分類

施策構成事務事業の評価

ため池整備事業

施策を構成する
事　務　事　業


